
低入札要綱 ： 知立市低入札価格調査等実施要綱
一般競争要綱 ： 知立市建設工事等一般競争入札実施要綱

〇最低制限価格と低入札調査基準価格及び失格基準価格について
　※ 建設工事と工事関係委託の入札について、地方自治法施行令に規定する落札者の決定方法によって決まる （低入札要綱第１条）

「建設工事」とは

　建設業法第2条第1項に規定する建設工事

　　（例 ： 土木一式工事、建築一式工事、菅工事、水道施設工事、舗装工事、電気工事、電気通信工事など28種）

「工事関係委託」とは

　測量業務、設計業務、建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コンサルタント業務
（低入札要綱第２条）
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低入札調査基準価格（低入札要綱第４条）　＝　最低制限価格（低入札要綱第10条）

• 次の各々で定める額（1,000円未満は端数を切り捨てた額）とする。ただし、税抜き予定価格の
　  １０分の９．２から１０分の７．５までの範囲内とする。
　　「建設工事」・・・別表第１の工事の種類に応じ、同表①から⑤までに掲げる額の合計額。
　　「工事関係委託」・・・別表第２の業務区分に応じ、同表①から④までに掲げる額の合計額。
　　　　　　　　　　　　　　　ただし、複数の業務区分を含む場合は業務区分ごとに同表①から④
　　　　　　　　　　　　　　　までに掲げる額の合計した額の合計額。

• 必要があると認められる場合、低入札調査基準価格を予定価格の１０分の９．２から１０分の７．
５までの範囲内で設定可。

• 「建設工事」の算定においては、予定価格の算定の基礎となった積算上の各項目を、愛知県
建設部積算基準及び歩掛表に定める工種別工事費内訳分類表に基づき算定。

失格基準価格（低入札要綱第９条）　

• 最低価格入札者等の入札価格が、次に定める額に満たない場合
　　は、失格とする。
　「建設工事」・・・別表第３の工事の種類に応じ、同表①から⑤までに
　　　　　　　　　　 掲げる額の合計額。
　「工事関係委託」・・・低入札調査基準価格に１０分の８を乗じた額

※設計者が職員である場合

調査会の組織　（低入札要綱第７条第２項）　

契約担当部長、契約担当課長、所管部長等、所管課長、設計者（※）、
設計者の所属の課長

「建設工事」は次のいずれか

　ア．国庫又は県費補助による補助金、負担金等の交付対象

　イ．設計金額が3,000万円以上

　ウ．総合評価落札方式

　※ 低入札調査基準価格の対象工事　→　低入札価格調査制度

（低入札要綱第３条）

「工事関係委託」は次のいずれか

　ア．国庫又は県費補助による補助金、負担金等の交付対象

　イ．設計金額が1,000万円以上

（一般競争要綱：第3条）

「建設工事」・・・設計金額１３０万円超

「工事関係委託」・・・設計金額５００万円超

　※ 最低制限価格の対象工事　→　最低制限価格制度

一般競争入札の対象工事と同じ　

（地方自治法施行令１６７条の10第２項）

（会計法２９条の６、予決令８５条）
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